


国 岐阜県

2009年3月 地球温暖化防止基本条例の制定

2011年6月 地球温暖化対策実行計画の策定

2015年11月

2016年3月

〇 国及び県の動向

〇 適応推進に向けた体制づくり

①適応に関する知識と認識の共有（2015-）

関係機関（県庁各課、研究機関）で構成する庁
内連絡会議を設置（事務局：県＋岐阜大学）。
気候変動の動向や影響、SI－CAT共同研究成果
等も共有。

②気候変動影響のリスクの把握･整理（2015-）

文部科学省研究事業(SI-CAT)に、岐阜大学とと
もにモデル自治体として参画。
5年間で岐阜県の気候変動予測に基づく水害、土
砂災害、雪害等の影響評価を実施

気候変動の影響評価や計画策定、
普及啓発等への協力を通じ、地域の
適応策を促進

気候変動の影響への適応計画

第７章 適応の方向性
①懸念される影響と一般的な対策
4分野（防災、健康、農業、自然生態）
②適応の進め方

地球温暖化対策実行計画(2版)の策定
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１ 適応推進に向けた経緯



2021年（令和3年）3月計画策定
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【背景】
◆ 2015年パリ協定（2020年から適用）により世界共通の長期目標として2℃よ
り低い1.5℃に抑える努力を追求
◆ 2018年気候変動適応法において、「地域気候変動適応計画」の策定が努力
義務化

３

１ 策定の背景

【位置づけ】
＜緩和＞
◆ 地球温暖化対策の推進に関する法律第21条に基づく「地方公共団体実行計
画（区域施策編）」として策定

＜適応＞
◆ 気候変動適応法第12条に基づく「地域気候変動適応計画」

＜緩和・適応＞
◆ 岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第7条に基づく計画
◆ 「岐阜県環境基本計画」における、地球温暖化防止の方針に関する個別計画
として位置づけ



【２０２０年１２月】

県内の温室効果ガスを2050年までに実質ゼロとする「脱炭素社会ぎふ」の実現を表明
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【２０２１年３月】
「岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例」を施行
「岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画」の策定

■「緩和」と「適応」を一体として、両面から総合的な気候変動対策に取り組む

・温室効果ガスの排出抑制(｢緩和｣)

・気候変動の影響による被害の防止・軽減(｢適応｣)

■温室効果ガスの排出削減目標

・２０５０年までに県内の排出量を実質ゼロ

・２０３０年度における排出量を２０１３年度比３３％削減

２ 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画の策定



2023年（令和5年）3月計画改訂
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◆ 「地球温暖化対策推進法」の改正（2021.5）
・2050カーボンニュートラルを目標として規定
・排出抑制のための施策（４つのカテゴリ）に関する目標の設定

◆「地域脱炭素ロードマップ」の策定（2021.6）
・７分野・８つの重点対策を実施
再エネ、住宅・建築物、まちづくり・交通・観光、産業（商工業・農林水産業）、
循環経済、自然の力を活かした脱炭素、インフラ

◆ 「地球温暖化対策計画」の改定（2021.10）
・2050カーボンニュートラルを目標として規定
・2030温室効果ガス削減目標の決定（国全体46％）

◆「気候変動適応計画」の改定（2021.10）
・最新の科学的知見(IPCC報告書等)を勘案した追加等

６

１ 改訂の背景







９

４ 気候変動の影響評価（適応策）

○ 岐阜県に大きな影響があると考えられるものを「気候変動影響評価報告書」の重大性、緊急性、確信度の
評価基準を利用して整理

〇 この影響評価の結果と岐阜県の地域特性を踏まえて、重点的に取り組むテーマを選定



【２０２１年１０月】（国）
「地球温暖化対策計画」を改訂し、温室効果ガスの排出削減目標を「２０３０年度
に２０１３年度比で４６％削減、さらに５０％の高みを目指して挑戦を続ける」とした

１０

【２０２３年３月】

「岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画」を改訂

■長期目標：「脱炭素社会ぎふ」の実現

・温室効果ガス排出量が実質ゼロとなった社会（緩和策）

・気候変動の影響に適応した持続可能な社会(適応策)

■温室効果ガス排出量の中期目標

・２０３０年度における温室効果ガス排出量を２０１３年度比４８％削減

さらに、５０％の高みに向け、挑戦を続けていく

＜対策の方向性＞

緩和策：省エネルギーの徹底、温室効果ガスの排出量の少ないエネルギーへの転換、

再生可能エネルギーの最大限導入や次世代自動車の普及を加速

適応策：防災・国土強靭化、農林水産業の振興、生物多様性の保全等、関連する

施策に積極的に気候変動適応を組み込み、各分野における施策を推進

５ 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画の改訂



〇計画に定めた緩和と適応の各施策と成果指標をとりまとめた施策編を策定

１１

６ 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画＜施策編＞

項目
現況値
(年度)

目標値
(年度)

高温に強く収量性に優れ、本県の気象や土壌条件に適した新たな良食味品種の選定数
０品種

(2020年度)
１品種

(2022年度)

１ 農業・林業・水産業

(1) 農業

（(重点)水稲）

○ 気候変動の影響による品質低下等に対応するため、高温に強く収量性・食味等に優れ、本県の気象や土壌条
件に適した新たな良食味品種、穂発芽しにくい品種の育成、選定を推進

＜顕在化している影響＞

＊一部の地域では、極端な高温年に品質の低下(白未熟粒、一等米比率の低下)が発生しています。

＊秋雨が早まると穂発芽の発生が増え、品質低下が助長されます。

＜将来予測される影響＞

＊ＣＯ２濃度の上昇はコメ収量の増加要因となりますが、気温の上昇は生育期間の短縮や高温不稔などの減収要因となります。

＊気温上昇により一等米の比率が減少します。

＊気温が高い中での長期連続降雨により、品質劣化だけではなく、玄米腐敗等による主食利用不能や収穫不能等が増加すると推

測されます。

施

策

成

果

指

標



１２

７ 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画＜施策編＞

項目
現況値
(年度)

目標値
(年度)

「岐阜県河川インフラ長寿命化計画」の健全度評価結果を踏まえた対応済割合
100％

(2018年度)
100％
(毎年度)

想定最大規模の洪水浸水想定区域図及び水害危険情報図に基づく洪水ハザ－ドマップを改定・

公表した市町村の割合

０％
(2018年度)

100％
(2024年度)

「清流の国ぎふ 防災・減災センター」による清流の国ぎふ防災リーダー育成講座受講者数(累計)
680人

(2018年度)
1,700人
(2024年度)

防災士の育成数(累計)
5,993人
(2018年度)

10,000人
(2024年度)

４ 自然災害

(1) 水害

（(重点)洪水・内水）

○ 河川整備計画等の策定及びその計画に基づいた河川改修を推進するほか、出水時に備え排水機場、樋門、県
管理ダムの適正な管理

○ 水防資材の支給や市町村に対するハザードマップの作成支援等の事前防災対策の充実や、関係機関との迅速
な連携、情報収集等により速やかな応急復旧体制の構築

＜顕在化している影響＞
＊大雨頻度が経年的に増加傾向にあり、短時間に集中する降雨の強度が増大しています。
＊令和２年７月豪雨において大雨特別警報が発表されるほか、県内の11地点で降水量が1,000mmを超えるなど、記録的な豪
雨となりました。

＜将来予測される影響＞
＊平均気温が約４℃上昇する場合、降雨量は1.3倍になると予測されており、洪水を起こしうる大雨事象も増加します。さらに、その
増加割合以上に、氾濫発生確率の増加割合が大きくなります。

＊河川近くの低平地等では、河川水位の上昇により下水道からの雨水が排水しづらく、内水氾濫の可能性があります。
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